
参考様式第11（地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地域脱炭素化促進事業計画の認定等に関する省令第３条第２項関係）

（添付書類）

地域脱炭素化促進事業に係る関係法令に係る手続の実施状況報告書


年	月	日

市町村長	殿

申請者
住	所
氏	名


地域脱炭素化促進事業に係る関係法令に係る手続の実施状況を下記のとおり提出します。


１．地域脱炭素化促進事業計画に関する特例の対象となる法令
	
	項　目
	該当の有無

	１
	温泉法第３条第１項に基づく土地の掘削の許可
	□有　　□無

	２
	温泉法第11条第１項に基づくゆう出路の増掘又はゆう出量増加のための動力の装置の許可
	□有　　□無

	３
	森林法第10条の２第１項に基づく地域森林計画の対象となっている民有林における開発行為の許可
	□有　　□無

	４
	森林法第34条第１項に基づく保安林における立木の伐採の許可
	□有　　□無

	５
	森林法第34条第２項に基づく保安林における立竹の伐採、立木の損傷、家畜の放牧、下草、落葉若しくは落枝の採取又は土石若しくは樹根の採掘、開墾その他の土地の形質を変更する行為の許可
	□有　　□無

	６
	農地法第４条第１項に基づく農地の転用の許可
	□有　　□無

	７
	農地法第５条第１項に基づく農地又は採草放牧地の転用のための権利移動の許可
	□有　　□無

	８
	自然公園法第20条第３項に基づく国立公園又は国定公園の特別地域内における工作物新築等の許可
	□有　　□無

	９
	自然公園法第33条第１項に基づく国立公園又は国定公園の普通地域内における工作物新築等の届出
	□有　　□無

	10
	河川法第23条の２に基づく流水の占用の登録
	□有　　□無

	11
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の２の４第１項に基づく熱回収の機能を有する一般廃棄物処理施設認定
	□有　　□無

	12
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項に基づく熱回収の機能を有する産業廃棄物処理施設認定
	□有　　□無

	13
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の19第１項に基づく指定区域内における土地形質変更届出
	□有　　□無




2．環境影響評価に関する法令
	
	項　目
	該当の
有無（注１）
	現況（注２）
(該当有の場合のみ)
	確認・手続先

	１4
	環境影響評価法・条例に基づく環境影響評価手続
(環境影響評価手続における事業名称： 　　　　　　　　）
	□有（法）
□有（条例）
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
(　　　　　手続段階)
□手続予定
(　年　月予定) 
	確認日： 
部署： 
担当者名： 
連絡先(TEL)：



3．その他の関係法令（注３）
	
	項　目
	該当の
有無（注１）
	現況（注２）
(該当有の場合のみ)
	確認・手続先

	15
	文化財保護法に基づく埋蔵文化財包蔵地土木工事等届出、史跡・名勝・天然記念物指定地の現状変更許可
	□有
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　年　月予定)
	確認日： 
部署： 
担当者名： 
連絡先(TEL)：

	16
	森林法に基づく保安林指定解除手続、伐採及び伐採後の造林の届出
	□有
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　年　月予定)
	確認日： 
部署： 
担当者名： 
連絡先(TEL)：

	17
	宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく宅地造成等工事規制区域内・特定盛土等規制区域内の工事許可
	□有
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　年　月予定)
	確認日： 
部署： 
担当者名： 
連絡先(TEL)：

	18
	都市計画法に基づく開発許可
	□有
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　年　月予定)
	確認日： 
部署： 
担当者名： 
連絡先(TEL)：

	19
	農業振興地域の整備に関する法律に基づく市町村の農業振興地域整備計画の変更手続
	□有
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　　年　月予定)
	確認日： 
部署： 
担当者名： 
連絡先(TEL)：

	20
	国土利用計画法に基づく土地売買等届出
	□有
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　　年　月予定)
	確認日： 
部署： 
担当者名： 
連絡先(TEL)：

	21
	土壌汚染対策法に基づく土地の形質変更届出
	□有
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　　年　月予定)
	確認日： 
部署： 
担当者名： 
連絡先(TEL)：

	22
	景観法に基づく景観計画区域・景観地区内の行為届出
	□有
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　　年　月予定) 
	確認日： 
部署： 
担当者名： 
連絡先(TEL)：




	
	項　目
	該当の
有無（注１）
	現況（注２）
(該当有の場合のみ)
	確認・手続先

	23
	その他の法律・条例に係る手続（注４）
（法律等：　　　　　　　　　　）
	□有
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　　年　月予定)
	確認日： 
部署： 
担当者名： 
連絡先(TEL)：

	[bookmark: _Hlk162109958]備考

	


[bookmark: _Hlk162110078]（注１）関係法令への該当の有無について行政機関へ確認中の場合は、「確認中」を選ぶこと。
（注２）関係法令に基づく一連の手続が終了している場合は「手続済」、実施中の場合は「手続中」とすること。事前協議中又は協議前である場合は「手続予定」とし、手続予定時期を記載すること。
（注３）掲載した関係法令は、あくまで参考として例示したものであり、申請者の責任において、法令を所管する行政機関への照会等を行い、事業実施に必要な許認可を網羅的に記載すること。
（注４）掲載した法令のほかに該当するものがあれば「23 その他の法律・条例に係る手続」に記入すること。複数ある場合は、行を追加して記載すること。



参考様式第11（地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地域脱炭素化促進事業計画の認定等に関する省令第３条第２項関係）【記載例】

（添付書類）

地域脱炭素化促進事業に係る関係法令に係る手続の実施状況報告書


令和●年	●月	●日

●●市長　　●●　●●殿

申請者　
住	所　東京都千代田区霞が関●●●
氏	名　●●風力発電株式会社
　　　　　　　代表取締役社長　●●　●●


地域脱炭素化促進事業に係る関係法令に係る手続の実施状況を下記のとおり提出します。


１．地域脱炭素化促進事業計画に関する特例の対象となる法令
	
	項　目
	該当の有無

	１
	温泉法第３条第１項に基づく土地の掘削の許可
	□有　　□無✓


	２
	温泉法第11条第１項に基づくゆう出路の増掘又はゆう出量増加のための動力の装置の許可
	□有　　□無✓


	３
	森林法第10条の２第１項に基づく地域森林計画の対象となっている民有林における開発行為の許可
	□有　　□無✓


	４
	森林法第34条第１項に基づく保安林における立木の伐採の許可
	□有　　□無✓


	５
	森林法第34条第２項に基づく保安林における立竹の伐採、立木の損傷、家畜の放牧、下草、落葉若しくは落枝の採取又は土石若しくは樹根の採掘、開墾その他の土地の形質を変更する行為の許可
	□有　　□無✓


	６
	農地法第４条第１項に基づく農地の転用の許可
	□有　　□無

	７
	農地法第５条第１項に基づく農地又は採草放牧地の転用のための権利移動の許可
	□有　　□無✓
✓


	８
	自然公園法第20条第３項に基づく国立公園又は国定公園の特別地域内における工作物新築等の許可
	□有　　□無✓


	９
	自然公園法第33条第１項に基づく国立公園又は国定公園の普通地域内における工作物新築等の届出
	□有　　□無✓


	10
	河川法第23条の２に基づく流水の占用の登録
	□有　　□無✓


	11
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の２の４第１項に基づく熱回収の機能を有する一般廃棄物処理施設認定
	□有　　□無✓


	12
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項に基づく熱回収の機能を有する産業廃棄物処理施設認定
	□有　　□無✓





	
	項　目
	該当の有無

	13
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の19第１項に基づく指定区域内における土地形質変更届出
	□有　　□無✓



※ 森林法第10条の２第１項に基づく開発行為の許可については、別途、県知事へ申請中。（令和●年●月●日付申請）

2．環境影響評価に関する法令✓

	
	項　目
	該当の
有無（注１）
	現況（注２）
(該当有の場合のみ)
	確認・手続先

	１4
	環境影響評価法・条例に基づく環境影響評価手続
(環境影響評価手続における事業名称：（仮称）●●ウインドファーム事業）
	□有（法）✓

□有（条例）
□無
□確認中
	□手続済
□手続中
(　　　　　手続段階)
□手続予定
(　年　月予定) 
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●県●●部●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000



3．その他の関係法令（注３）
	
	項　目
	該当の
有無（注１）
	現況（注２）
(該当有の場合のみ)
	確認・手続先

	15
	文化財保護法に基づく埋蔵文化財包蔵地土木工事等届出、史跡・名勝・天然記念物指定地の現状変更許可
	□有✓

□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　年　月予定)
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●県●●部●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000

	16
	森林法に基づく保安林指定解除手続、伐採及び伐採後の造林の届出
	□有✓

□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　年　月予定)
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●県●●部●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000

	17
	宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく宅地造成等工事規制区域内・特定盛土等規制区域内の工事許可
	□有✓

□無
□確認中
	□手続済✓

□手続中
□手続予定
(　年　月予定)
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●県●●部●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000

	18
	都市計画法に基づく開発許可
	□有✓

□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　年　月予定)
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●県●●部●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000

	19
	農業振興地域の整備に関する法律に基づく市町村の農業振興地域整備計画の変更手続
	□有✓

□無
□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(　　年　月予定)
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●県●●部●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000

	20
	国土利用計画法に基づく土地売買等届出
	□有✓

□無✓

□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(R●年●月届出予定)
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●県●●部●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000

	21
	土壌汚染対策法に基づく土地の形質変更届出
	□有✓

□無✓

□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(R●年●月届出予定)
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●県●●部●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000




	
	項　目
	該当の
有無（注１）
	現況（注２）
(該当有の場合のみ)
	確認・手続先

	22
	景観法に基づく景観計画区域・景観地区内の行為届出
	□有✓

□無✓

□確認中
	□手続済
□手続中
□手続予定
(R●年●月届出予定)
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●県●●部●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000

	23
	その他の法律・条例に係る手続（注４）
（法律等：●●県自然環境保全条例に基づく行為の届出）
	□有✓

□無
□確認中
	□手続済
□手続中✓

□手続予定
(R●年●月届出予定)
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●県●●部●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000

	24
	●●市土砂等の埋立てに関する条例に基づく許可
	□有
□無
□確認中
	□手続済✓
✓

□手続中
□手続予定
(　年　月予定)
	確認日：令和●年●月●日
部署：●●市●●課
担当者名：●● ●●
連絡先(TEL)：000-000-0000

	備考

	


（注１）関係法令への該当の有無について行政機関へ確認中の場合は、「確認中」を選ぶこと。
（注２）関係法令に基づく一連の手続が終了している場合は「手続済」、実施中の場合は「手続中」とすること。事前協議中又は協議前である場合は「手続予定」とし、手続予定時期を記載すること。
（注３）掲載した関係法令は、あくまで参考として例示したものであり、申請者の責任において、法令を所管する行政機関への照会等を行い、事業実施に必要な許認可を網羅的に記載すること。
（注４）掲載した法令のほかに該当するものがあれば「23 その他の法律・条例に係る手続」に記入すること。複数ある場合は、行を追加して記載すること。



　作成上の注意事項
· 「申請者」には、地域脱炭素化促進事業を実施する全ての者を記載してください。
· 申請者が法人又は法人でない団体である場合にあっては、「氏名」には「名称及び代表者の氏名」を、「住所」には「主たる事務所の所在地」を記載してください。
· 地域脱炭素化促進事業に係る関係法令について、行政機関に事業計画を説明し、全ての関係法令について該当有無を協議した上で、その結果を記載してください。また、確認した部署等を「確認・手続先」に記載してください。
· 関係法令への該当の有無について行政機関へ確認中の場合は、「確認中」を選んでください。
· 現況は、関係法令に基づく一連の手続が終了している場合は「手続済」、実施中の場合は「手続中」としてください。事前協議中又は協議前である場合は「手続予定」とし、手続予定時期を記載してください。例えば、都道府県の環境影響評価に関する条例の対象事業であり、方法書に係る事前協議中の場合は、「手続予定（R●年●月頃方法書提出予定）」と記載してください。
· 地域脱炭素化促進事業計画に関する特例の対象となる法令のうち、地域脱炭素化促進施設の整備又は地域の脱炭素化のための取組に係る行為が該当するもので、事業者が個別に実施する場合は、それらの手続の実施状況等を欄外に記載してください。
【記載例】森林法第10条の２第１項に基づく開発行為の許可については、別途、県知事へ申請中。（令和●年●月●日付申請）
· 環境影響評価に関する法令については、環境影響評価手続における事業名称を記載してください。
· 掲載した関係法令は、あくまで参考として例示したものであり、申請者の責任において、法令を所管する行政機関への照会等を行い、事業実施に必要な許認可を網羅的に記載してください。
· 掲載した法令のほかに該当するものがあれば「23 その他の法律・条例に係る手続」に記入してください。複数ある場合は、行を追加して記載してください。


2
